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【仕様書叩き台】標準仕様書（機能）_05_収納管理 構成員　WT前ご意見（集約）

4. 滞納整理
4.1. 延滞金処理

0 4.1.1. 延滞金管理

延滞金の情報及び計算結果、計算内容（計算式）を管理
（参照、登録）できること。

【賦課情報登録】

17.延滞金未納者一覧表のCSVが出力できること

9.8　市税条例及び地方税法に規定されたとおりの延
滞金が計算できる。
9.8　時効日で抽出し、抽出された該当について一括
で延滞金をなくすことができる

197:税額，納付日，申告日，申告種別等から延滞金が
算定でき，計算内訳が表示できること。

延滞金の情報及び計算結果、計算内容（計算式）を管
理（参照、登録、修正、削除）できること。

法令に基づいて延滞金を徴収するため、延
滞金の管理／計算を実施する必要があるた
め、必須機能と考えます。

＜検討事項＞
①その他に具体的に明記すべき実装必須機能はないか

①
a)延滞金の割合等が変わる場合には随時対応していただくこと。（E市）
⇒【確認】国が定める割合に保守で対応していくという理解でよいか（E市）。
⇒問題ない。加えて、暦年設定に加え、期間設定も業務に必須であるため、「暦年及び期
間設定」とすべき。
⇒【提案】4.1.9（延滞金計算率更新）のたたき台を、「暦年ごとに設定」を「暦年及び期
間設定」が可能となるよう修正する。

b)DBの管理項目に納付日の外に延滞金計算日を入れる必要があると考えます。（H市）
【確認】4.1.2の記載で延滞金計算ができるため、それで十分か（H市）
⇒納付日以外での計算（差押え、交付要求等）が発生しうるため、延滞金計算日（通常の
納付であれば納付日が設定）が必要と見込まれる。
⇒【提案】他の構成員での運用を確認のうえ、システムでの実現性をAPPLICに確認する。

0 4.1.2. 延滞金計算

法令に基づいた方法で、自動および手動で延滞金計算がで
きること。
なお、延滞金について収入日でなく、納付日（領収日）で
計算できること。
調定異動が発生した場合、延滞金の再計算ができること。
再計算の結果、延滞金の調定額が納付済額より大きくなっ
た場合は過誤納とできること。
一部納付等、納付額に異動が発生した場合、延滞金の再計
算ができること。

【内容変更・延滞金計算】
108.金額の変更ができ、延滞金の即時計算を行えるこ
と。督促、延滞金のみの納付書の発行ができること。

9.8　確定延滞金を変更できる。
9.8　延滞金計算を停止できる。

調定・収納状況 名寄収納状況
31.延滞金は延滞金計算日から自動的に算出されるこ
と。また、延滞金計算日を任意に設定することもでき
ること。（通常はシステム日付が自動的に設定されて
いること。）

35　賦課情報の修正等により、延滞金調定額の変更が
ありえる場合は、延滞金の再計算を行い、延滞金調定
額を修正すること
36　延滞金調定額の修正等により、延滞金納付額が再
計算した延滞金調定額以上になった場合は、差額を過
誤納付とすること
68　消し込みにより、延滞金調定額が再計算されるこ
と
89  地方税法と関連法等に従い、延滞金調定額を計算
すること
98　収納情報の修正に伴って、延滞金調定額を再計算
すること

194:賦課からのデータを基にして納期前延滞金が計算
でき、徴収できること。
198:確定延滞金の計算について、税法に則った正しい
計算ができること。

法令等に基づいた方法で、自動および手動で延滞金計
算ができること。
なお、延滞金について収納日でなく、納付日（領収
日）で計算できること。
既に一部納付されている場合も正しく延滞金計算がで
きること。
本税未納の場合、計算延滞金を特定の計算日で固定で
きること。

同上
詳細な運用上の差異については右記に検討
項目を記載しています。

＜検討事項＞
①基準日など、法令解釈にゆらぎがある部分はあるか。
②条例等による自治体による独自性はあるか

【訂正】再計算の結果、延滞金の納付済額が調定額より大きくなった場合は過誤納とでき
ること。

①
a)収入日（市町村の公金日）と納付日（義務者が納付した日）には差がある現状（収入日≧納
付日）では納付日で延滞金が計算できるようにすることは必須（E市）
【確認】領収日での計算は必須とする

b)差押等による収納に対して収納履歴データに延滞金計算日の項目が必要と考える。（※他に
交付要求（執行機関の金銭受領日）、みなし交付要求（供託日）でも必要、ちなみに税務署の
システムでも延滞金の特例日との名称で領収日とは別に管理しているらしい。）（H市）
【確認】他の構成員でも領収日とは別に差押え等の日付が必要になるか。

②
a)法人市民税については条文が難解であり各自治体ごとに基準日の解釈に揺らぎが生じる可能
性もある。（E市）
b)地方税法第15条の９及び第20条の9の５第２項に係る部分はできる規定であるため自治体ご
とに判断が異なる可能性がある。また、交付要求の配当に関しても執行機関が金銭を受領した
日の翌日から交付期日までの間の延滞金についても減免できる規定があり同様。自治体で独自
に延滞金減免の規定を設けていることもあるが、これは確定延滞金の手修正で対応するしか
ないと考える。（H市）
c)条例により、延滞金の額を計算する場合において、その計算の基礎となる税額に1,000円未
満の端数があるとき、又はその税額が2,000円未満であるときは、その端数金額またはその全
額を切り捨てている。特例基準割合が適用される場合の延滞金額の計算において、その計算の
過程における金額に１円未満の端数が生じたときは切り捨てる。計算の基礎となる税額につい
ては各自治体の条例によると思われるが、端数計算については附則通り。（K市）
【提案】独自減免に対応するための再計算ができる機能を4.1.8で対応。（実装の仕方はベ
ンダーに委ねる）

0 4.1.3. 試算

延滞金の試算が行えること。
試算結果が記載された計算書を出力できること。

9.8　試算日付を指定した上で延滞金の試算を行うこ
とができる
9.8　試算結果の内訳が記載された計算書を出力する
ことができる

調定・収納状況 調定履歴
46.収納日を指定し、延滞金計算のシミュレーション
を行え、延滞金明細書の発行が行えること。

22:延滞金計算の詳細(計算の過程)が参照できるこ
と。

主に納税義務者向けの説明を目的として、
シミュレーションする機能。複数の構成員
の仕様に記載がありますが、手計算でも実
施できるため、オプションと想定していま
す。

・延滞金の計算を手計算とした場合、端数処理等で相違が出るなど誤りが生しるリスクがあ
る。また、計算方法や適用する率は一律であるので標準とすべきと考える。（B市）
・延滞金について手計算は困難かつ時間を要する。未来日での試算機能はパッケージとして必
要と考える。（H市）
・法人市民税：法人市民税における延滞金の計算は複雑なため、手計算では人的ミスの可能性
がある。試算機能は必須である。現状システムでも、未納であっても現在日で納付があった場
合の延滞金計算内容と結果が表示できるようになっている。（I市）
・納税相談や納付の際に同時に延滞金の計算について求められることも多く、特例基準割合が
年毎に違うこともあり計算が煩雑である。（K市）
【提案】必須機能とする

0 4.1.4. 基準日

延滞金は延滞金計算日から自動的に算出されること。ま
た、延滞金計算日を任意に設定することもできること。

9.8　確定延滞金を変更できる。
9.8　延滞金計算を停止できる。

調定・収納状況 名寄収納状況
31.延滞金は延滞金計算日から自動的に算出されるこ
と。また、延滞金計算日を任意に設定することもでき
ること。（通常はシステム日付が自動的に設定されて
いること。）

23:延滞金は，システム日付，指定日を選択して計算
できること。また，任意の延滞金額に修正できるこ
と。

延滞金の計算が任意の基準日指定で可能なこと。 延滞金の起算日を任意設定する必要性につ
いて、検討したいと考えます。

＜検討事項＞
①基準日など、法令解釈にゆらぎがある部分はあるか。
※基準日についての議論が特になければ、4.1.2に統合する。

・4-1-2、4-1-3、4-1-4は一体として可。ただし延滞金計算日を任意に設定できることは必
須。（当市では、督促状は、指定した日時点での延滞金を含めた金額で作成しています。）
（E市）
【提案】たたき台としては4.1.2に集約する

・延滞金計算日とは何を指すのか？起算日という表記が正しいのではないか。
【事務局】起算日に訂正する

0 4.1.5. 申告税

申告税（法人市町村民税）の延滞金計算について、法令に
則った正しい計算を行うことができること。

90 法人市民税など申告課税の延滞金も正しく計算で
きること

191:申告税の延滞金計算について、税法に則った正し
い計算を行うことができること。

申告税の延滞金徴収を適切に行うために、
延滞金の管理／計算を実施する必要がある
ため、必須機能と考えます。

＜検討事項＞
①基準日など、申告税の延滞金計算について、法令解釈にゆらぎが
ある部分はあるか。

・業務上必須機能であるとの認識。なお、災害等による申告期限・納期限の延長を行った場合
も、延滞金計算の起算日が正しく設定される必要がある。法人市民税については条文が難解で
あり各自治体ごとに基準日の解釈に揺らぎが生じる可能性もある。（E市）
・特例猶予の関係で申告自体が猶予されている場合の延滞金計算が正しくできるよう本来申告
期限の外、賦課年度ごとに延滞金基準日の登録が必要と考える。（H市）
・法人市民税：ゆらぎはないと思うが、計算がかなり複雑なので正しい計算ロジックを実装し
ていただきたい。（I市）
・H28年度税制改正時の延滞金計算について、システム上出来ること（K市）

【事務局】延滞金の実装が異なっているケースについてAPPLICに確認する。

0 4.1.6. 確定延滞金

本税完納時に確定延滞金を算出し、請求対象者を抽出でき
ること。
確定延滞金算出後であっても、調定異動が発生した場合、
確定延滞金の再計算ができること。
本税が完納した場合、延滞金のみの徴収ができること。

【賦課情報登録】
12.延滞金計算・督促手数料計算が容易にできるこ
と。納期前延滞金が、完納となった場合、納期前延滞
金の再計算を行うこと。
13.更正賦課に対する調定異動を収納システムへ引き
継ぐ際、本税（料）完納の期別データに対して確定延
滞金の調定額が発生していた場合でも、更正後の本税
（料）額で確定延滞金の再計算を行い、金額の変動が
あれば、確定延滞金額を更新することができること。
16.本税が完納した場合、延滞金のみの徴収ができる
こと。

その他異動 完納
110.本税完納した場合に延滞金のみの徴収ができるこ
と。（確定延滞金対応）

データ抽出機能 データ抽出機能
176.納期限以降の収納によって本税完納となった滞納
調定について、延滞金が未納／過納であるものの一覧
表が作成できること。

30:本税未納・延滞金のみ未納の表示ができること
（何らかのサインを表示。不納欠損、時効、執行停止
該当者の場合は、区別した表示。）
31:検索結果の一覧画面にて本税未納・延滞金のみ未
納、不納欠損、時効、執行停止等の確認ができるこ
と。（何らかのフラグ、文字等を表示。)
43:確定延滞金が発生している期別の調定異動につい
て、調定異動後確定延滞金が再計算できること。
残確定延滞金が５００円以下の場合は延滞金の自動
カットができること。その際、パラメタによりカット
するかしないかを選択できること。
(××市はカットしない、××市はカットする想定)

本税完納時に確定延滞金を算出し、未納・不足分につ
いて請求対象者を抽出できること。

適切な収納業務のため、確定延滞金の管理
／計算を実施する必要があるため、必須機
能と考えます。

＜検討事項＞
①その他に具体的に明記すべき実装必須機能はないか

＜確認事項＞
・少額の延滞金の切り捨ての運用について（H市の運用）

a)「通知書と納付書を各々一括発行できること。」を追加。延滞金が確定したことを通知して
いるため、この要件がない場合、業務に支障をきたす恐れがあります。（A市）
【確認】通知書発行は他の構成員でも必要か？

b)調定異動に伴う延滞金の修正は自動で行われること。また、手入力で登録した延滞金につい
は、変更後の延滞金のほうが少額の場合は修正されること。延滞金の修正についても履歴管理
すること。延滞金の変更があったものについて一覧が帳票及びCSVで出力できることが必要と
考えます。(H市）
【確認】たたき台の【再計算】を【自動再計算】、と修正する形でどうか（H市）。
【提案】4.1.2（延滞金計算）で、手動で延滞金計算後は調定異動に伴って延滞金が自動で
修正されないようにするとともに、自動修正されなかったリストを出力できるようにす
る。

c)確定延滞金を算出し、請求対象者について延滞金の納付書を一括で出力できること。（K
市）
【提案】2.1.10の議論も踏まえ、延滞金納付書の一括発行はオプションとして定義する。

＜確認事項＞
・少額の延滞金の切り捨ての運用について（H市の運用）
a)条例により延滞金の確定金額に100円未満の端数があるとき、又はその全額が1,000円未満で
あるときは、その端数金額またはその全額を切り捨てている。（K市）
【確認】他の構成員において、条例で規定している内容はどのように実装しているか？

0 4.1.7. 処分との連動

差押え・徴収猶予・換価の猶予・執行停止に連動して延滞
金を計算できること。

【執行停止対象者把握】
172.執行停止者を登録し、一覧を出力できること。税
目、賦課年度、期別ごと、執行停止事由を選択し、帳
票が作成できること。

調定・収納状況 名寄収納状況
38.返戻・公示・停止・納期限変更ができること。

66:領収日を差押等行なった際に延滞金計算の基準日
となる取立日情報が滞納管理システムから得られる連
携データ(取立日情報)にて上書きし、管理ができるこ
と。

徴収猶予・換価の猶予・執行停止に連動して延滞金を
計算できること。

左記機能は延滞金加算の停止を想定してい
ます。どのように計算されるか確認が必要
と考えています。

＜検討事項＞
①滞納処分が延滞金の計算にどう反映されるべきか、詳細を確認。

a)B市：
・徴収猶予、その事由により延滞金の全部又は1/2を免除
・換価の猶予、納期限から1か月を経過した後の延滞金1/2を免除
・滞納処分の執行の停止、停止した期間の延滞金の全額を免除
等、地方税法第15条の9に延滞金の免除が定められており、これによる免除については自動計
算できることが必須（4.1.8も同様）
b)D市：
差押→期間中における延滞金は１／２免除可能。（差押時点で滞納税額等の全額に充足してい
る場合）
徴収猶予・換価猶予→期間中は１／２又は全額免除　執行停止→全額免除
※上記における１／２免除は特例基準割合が年７．３％に満たない場合は、特例基準割合で延
滞金を計算するのと同義。
c）E市：
①各滞納処分が延滞金計算に正しく反映されることが必要。
・差押処分中延滞金を1/2、徴収猶予期間中延滞金を全免とした場合等において、延滞金の計
算過程および延滞金結果について適切に延滞金が計算できること。・滞納側から延滞金の計算
に必要な日付情報を連携し、計算過程に反映出来るようにすること。
d)I市：
徴収猶予（地方税法15条の９第１項、第２項など）、換価の猶予（同）、財産差押え等による
充足免除（同法15条の９第４項）の場合において、延滞金の利率が変更されるが、現在運用し
ているシステムでは対応できていないので、各職員が変更後の利率をもとに延滞金を再計算し
ている。その他、詳細は法文をご確認ください。繰上徴収をした場合においても、延滞金の起
算日は当初納期限からであるが、これも法令通り運用している。
e）K市：
差押えによる充足減免→14.6％期間が２分の1又は特例基準割合。徴収猶予・換価の猶予・執
行停止→それぞれの期間の減免なので、終了、取消し後は延滞金の加算が必要です。また徴収
猶予・換価の猶予は２分の1（又は特例基準割合）の減免もあります。この場合に〈要件の考
え方・根拠〉の延滞金加算の停止で対応できるのでしょうか。

【提案】B市記載の内容をたたき台に追加する。
【提案】滞納システムからの連携と自動計算をオプションとする。

機能名称

標準化候補検討

業務フローとの対応 要件の考え方・根拠 検討項目（論点案）

選定地方団体_機能要件

仕様書たたき台 B市 C市 D市 E市 H市 I市 検討項目（論点）
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機能名称

標準化候補検討

業務フローとの対応 要件の考え方・根拠 検討項目（論点案）

選定地方団体_機能要件

仕様書たたき台 B市 C市 D市 E市 H市 I市 検討項目（論点）

0 4.1.8.
延滞金減免処
理

延滞金及び確定延滞金について、延滞金減免処理（全額・
定率減免）ができること。

確定延滞金及び計算延滞金について、延滞金減免処理
（全額・低率減免）ができること。

延滞金を減免するケースがあると想定して
いますが、現段階で必須・オプションの判
断がつきません。

＜検討事項＞
①延滞金の減免について標準的な運用方法を検討
②条例等に定められる、自治体独自の減免がありうるか、要確認。
（その場合、どういったパターンを仕様に掲載すべきか）

①
・たたき台の内容で概ね問題ないと思われるが、全額・定率の他に金額指定もできるとあらゆ
る状況に対応できるかと思われる。（D市）
・延滞金減免を収納側・滞納側どちらで処理することを前提としているか？当市では延滞金減
免については、滞納側で処理を行っているため、滞納側から収納側へ延滞金減免の計算に必要
な情報を連携し、計算過程に反映出来るようにすることが必須要件となる。（滞納側で延滞金
の全免、1/2減免、期間中全免、期間中1/2減免を入力→減免率および期間を連携し収納側でも
延滞金の計算過程に反映）（E市）
・オプションでよいと考えますが、対象者の確定延滞金の修正が全て一括登録できることが必
要と考えます。（H市）
・前項の各免除のほか、執行停止による免除も行っている（地方税法15条の９第１項）（I
市）
②
・災害等により猶予になったもの。（C市）
・税条例施行規則において、例えば災害などによる損失を受けた場合や失職などを理由に（全
額）減免する規定を置いておりますが、おそらくどの自治体様にも定められていると思います
し、それと決定的な差異があるとは思いません。（I市）
・各自治体の条例による減免もあると思います。本市では条例で災害・盗難、事業損失、事業
廃止、疾病・死亡、失業、生活扶助等あり。必須かどうかはわかりませんがオプションでの対
応は必要と考えます。（K市）

【提案】法定の減免は4.1.7に集約。条例に基づく減免は本項。その他修正は4.1.10(職権
修正）で対応。たたき台に、条例に基づく減免に対応する旨を追加する。
【提案】「確定延滞金の修正が全て一括登録」（H市）
⇒4.1.2（延滞金計算）で、手動で延滞金計算後は調定異動に伴って延滞金が自動で修正さ
れないようにするとともに、自動修正されなかったリストを出力できるようにする（再
掲）。

0 4.1.9.
延滞金計算率
更新

延滞金計算率を歴年ごとに設定できること。 延滞金計算率についても年ごとに設定されること。 左記機能は延滞金計算率が年度で変更され
ることが前提となっております。利用ケー
スを確認させてください。

＜検討事項＞
①延滞金計算率の設定が必要か

①
・延滞金の割合は、税法で定める率と各年の前年の12月15日までに財務大臣が告示する特例基
準割合とを比較し低い方を適用するものであるため、暦年ごとの設定は必須（B市）
・必要。毎年、財務大臣が告示する割合が変更になる可能性があるため。（C市）
・年度ではなく年（１～１２月）毎に設定できる機能が必要。たたき台に記載しているとおり
で必須機能として必要。（D市）
・特例基準割合は年度でなく年単位で変更される。暦年での設定は必須。（E市）
・暦年でなく、延滞金率ごとに期間をFROM_TOで設定できればよいと考えます。（H市）
・特例基準割合が毎年財務大臣により告示されることにより、１年に１度変更の可能性がある
ため、記載したものです。率ごとの期限設定でも問題はありません。（I市）
・特例基準割合を暦年ごとに設定し、その割合を適用して計算ができること。還付加算金につ
いても還付加算金特例基準割合により計算できること。（K市）
【提案】暦年及び期間設定で延滞金計算率を設定、という記載とし、必須とする

0 4.1.10. 職権修正

延滞金計算結果について、職権による修正ができること。 【賦課情報登録】
15.システムで計算した延滞金を直接修正できるこ
と。

91 延滞金調定額を、オンライン入力で修正する機能
があること

193:完納データについて、権限がある担当者が確定延
滞金を直接修正できること。

延滞金計算結果について、職権による強制修正ができ
ること。

業務上の判断などにより、システムで計算
された延滞金を強制的に変更するケースを
想定しています。

＜検討事項＞
①その他に具体的に明記すべき実装必須機能はないか

必須機能であるとの認識。修正したことが画面上で識別できることも必要である。（職権によ
る修正をした明細としていない明細が区別できるようなフラグ等。）（E市）
【事務局】画面要件であるため、標準化対象範囲外。

また修正した明細について、本税の更正があった場合自動的に修正されないようにし、気づき
リストのようなものが出力されること。（E市）
【確認】上記のチェックリストについて必要性を他の構成員にも確認。
【提案】他の構成員の意見も踏まえ、必須又はオプションで追加。

4.2. 督促処理

0 4.2.1. 対象抽出処理

納期限から指定期間以上経過している未納及び延滞金未納
がある収納情報のうち、督促状が未発布であるものを抽出
できること。

発行除外条件が設定できること。

想定される除外条件：
執行停止者、速報データ取込済み、死亡者、繰り上げ徴
収、分納制約、徴収猶予、督促停止

【督促状一括引抜】
161.督促状の作成から発送までの期間に納付されたも
のを抽出し、督促状の引き抜き処理を一括で行う。

9.2.4.1 　執行停止者、速報データ取込済み、死亡者
については除外されていること

督促処理 督促データ抽出
125.調定収納情報より督促対象データを抽出し、督促
発送者リスト、督促発送中止リストを出力できるこ
と。

催告処理 催告書作成
134.調定収納情報より抽出し、催告発送者リスト、催
告発送中止リストを出力できること。

135.催告ファイルから催告書の編集をして発行できる
こと。

データ抽出機能 データ抽出機能
181.指定した科目・年度に該当する調定に対して、現
時点までに行った催告行為と収納状況の一覧表が作成
できること。また、ＣＳＶデータとして出力ができる
こと。

127　納期限から指定期間以上経過している賦課未納
（と延滞金未納）がある収納情報のうち、督促状が未
発布であるものを抽出して、督促発布する機能がある
こと

133　徴収猶予は督促状を発布しないこと
134　繰上徴収は督促状を発布しないこと
135　コンビニ速報・確報があるが、未消し込みであ
るものを除外すること

167:滞納管理システムから連携された徴収猶予や繰上
徴収等の設定があるものについて、督促状･催告発行
が停止できること。

173:督促状・催告作成後、督促状・催告発行済サイン
をオンラインまたは一括で削除できること。

以下の抽出条件により督促対象となる未納分を抽出で
きること。

＜任意抽出条件＞
　納期限、年度（現年度/過年度）、期別、科目、発
送年月日、収納現在日、指定納期限、調定年月（開始
月、終了月）（法人市民税のみ）等
＜除外条件＞
　督促停止（停止開始日・停止解除日・期別・停止理
由（引抜・停止）が登録されている場合）、仮消込
(コンビニ速報含む)、繰上徴収　等

督促業務を適切に実施するため、対象者を
抽出・把握する必要があると考えます。
ただし、督促発布の抽出条件、除外条件と
も、自治体ごとに差異が大きいと考えられ
ます。

＜検討事項＞
①抽出／除外条件のバリエーションについての検討
②その他に具体的に明記すべき実装必須機能はないか

①
【事務局】「発行除外条件」ではなく、「抽出除外条件」に訂正する
【提案】抽出条件・抽出除外条件について、構成員においてバリエーションが異なるた
め、想定される条件を列挙しておき、必要なものを選べる、という方向で整理する。
　・抽出条件：納期限から指定期間以上経過している未納及び延滞金未納、督促未発布、
調定年月
　・抽出除外条件：執行停止者、速報データ取込済み、死亡者、繰上徴収、徴収猶予、督
促停止
【確認】速報（仮消込）額を含めた状態で未納の計算をすることで問題ないか

②
a)督促状の発送管理については、徴収の猶予対象者の除外やその情報を滞納整理上の差押要
件、時効管理等に利用することから滞納整理システムで行うことが最適であると考える。ま
た、抽出機能としては、分納制約は見合わせる法的根拠を持たないので条件から外すべきと考
えます。執行停止はいろいろな判断があると思うが、法令上督促状を出さないことが明記され
ていない以上、これも条件から除外することが適当と考える。代わりに任意に除外するフラグ
管理することが適当と考える。(H市）
【確認】収納システムで実施していることが多いと想定されるが、他の構成員ではどう
か？

b)補記を要する対象者（外字や桁ずれ、点字対応など、宛名システムの中で処理できない事情
がある対象者）をリストとして抽出し、帳票出力できる機能。(K市）
⇒【提案】メモ機能で入力することとし、対象者のリスト出力を行うことで対応する。
⇒【事務局】外字は、出力されることを前提とする。共通機能として定義する。
⇒桁ズレは、帳票出力の機能として、保有データはフル桁出力とするような共通機能を定
義する。

c)抽出データの保管機能が備わっていること（K市）
【提案】データでの抽出（CSV）を追記する。

0 4.2.2. 督促停止

指定された期別または義務者について督促発行停止ができ
ること。
条件指定により、督促停止処理を一括でできること。

督促処理(納期限範囲指定) 督促データ抽出(納期限範
囲指定)
129.指定納期限の督促対象データを抽出し、督促発送
者リストと督促発送中止リストを作成できること。

166:指定された期別または義務者についてオンライン
にて督促状･催告発行停止ができること。
上記の期別は督促状・催告作成から除外される。
168:停止対象者ファイル（宛名コード指定）に基づい
て、督促･催告発行が一括停止（バッチ更新）できる
こと。
169:地域指定により、督促･催告発行を一括停止
（バッチ更新）できること。(災害時用)

複数の構成員の仕様書に、督促停止（中
止）の記載があります。なんらかの理由に
より、督促発布を停止するケースがあると
想定されるため、必須機能であると考えて
います。

＜検討事項＞
①災害時などを想定した一括停止の必要性について確認

①
a)必要（C市・E市）
b)一括停止の条件として、納通未送達、減免予定、調定異動（調定額が0円になる予定のも
の）ながあると良い（J市）
【確認】システム処理で実現しているか（J市）
⇒いずれも現在未実装であり、他の機能等で対応可能なため、取り下げ。

c)対象者によって特定の税目・期別の督促状のみを停止したり、全ての督促状が停止となるよ
うに宛名ごとで管理できたり、個々の事情に応じて柔軟に停止の操作ができるようにするこ
と。（K市）
【確認】他の構成員でも同様か

d)国税庁の申告等の猶予された地域を一括して処理できること。（K市）
【確認】他の構成員でも同様か

e)その他指定する個別の停止対象を一括して処理（バッチ処理）できること。（K市）
【確認】他の構成員でも同様か
【提案】想定される条件を書き出して、選択できるようにする。オプション扱いとする。

その他：
a)督促発行停止期間はどのように設定されるか。本市の現システムでは今回督促発行を停止し
ても、次回督促作成時は停止が解除され、督促発行対象となりえる。（E市）
【事務局】たたき台上は解除されない想定
⇒【提案】たたき台どおり、期別・義務者を指定した督促停止を必須とする。その他、想
定される条件をたたき台に列挙してして選択できるようにし、オプション扱いとする。
　想定される条件：国税徴収猶予等による地域指定（一括）等

b)停止解除が必要（F市）
　督促停止の解除についても一括処理できることを明記する必要があると考えます。（H市）
【提案】停止解除もたたき台に加える。
【提案】一括解除はオプションとする。

0 4.2.3. 督促状作成

抽出した対象者をもとに、督促状の出力ができること。
固定資産税の未納については納税義務者だけでなく共有者
にも督促状を出力できること。
軽自動車税の未納については車両番号も記載されること。
法人市町村民税の未納については事業期間が記載されるこ
と。
口座振替対象者については振替不能事由が記載されるこ
と。
返戻に対応するため、宛名番号などのキー情報をバーコー
ド化して出力できること。

督促状の個別発行・再発行もできること。

【督促状】
74.督促状は規格統一し、ＯＣＲによる読込ができる
こと。
【コンビニ収納】
104.コンビニ収納にも対応した督促状が発行できるこ
と。また、出力イメージをプレビューできること。
【督促状作成】
159.滞納者毎に税目・期間・出力順を指定して一括作
成ができること。

【催告状作成】
163.税目・期間・除外対象（分納誓約者など）・出力
順を指定して催告状の一括作成ができること。

9.2.4.1 　宛名、税目、期別を特定した上で、税目・
期別ごとに督促状を出力することができること。
9.2.4.1 　納期限日を抽出期間とし、抽出された該当
者の督促状を発行可能な大量帳票印刷用ファイルが出
力されること
9.2.4.1 　口座振替に関する督促状の場合、督促状へ
口座振替不能事由を記載されてあること
9.2.4.1 　共有者全員に督促状を送付する場合、その
いずれの督促状でも同様に納付が可能であること。
（代表者以外の納付が可能）
9.2.4.1 　固定資産税において、連帯納税義務が生じ
ているものに対し、共有員全員に発送できること。ま
た、納付書機能は代表者のみに付与が可能であること
9.2.4.1 　コンビニ使用期限を設定できること
9.2.4.1 　軽自動車税の督促状の場合、軽自動車のナ
ンバーが記載されること
9.2.4.1 　法人市民税の督促状の場合、事業期間が記
載されること

督促処理 督促状作成

127.督促状・軽自継続検査票付督促状・郵便払込票の
発行ができること。

督促処理(納期限範囲指定) 督促状作成(納期限範囲指
定)
130.督促対象データ抽出処理で作成された督促ファイ
ルより、督促状を作成し、調定収納情報の督促発送
日、督促手数料調定を更新できること。

131.督促状の発行にあたっては、期別単位に対象選択
を行えること。

督促処理(納期限範囲指定) 督促状作成(納期限範囲指
定)
132.督促状は、納付書なしと、納付書付きの様式のも
のを選べること。

129　収納情報を指定して、督促状をオンラインで発
行する機能があること

136　地方税法と関連法等に従った項目及び文言を印
刷すること
140　氏名など、文字数が多く、帳票に収まらない場
合は、警告画面またはエラーリストを出力すること
141　送付先や納税管理人等が指定されている場合
は、指定された送付先を記載すること
143　市内特別郵便への対応がされていること
145　宛名面へ、郵便番号、住所又は所在地、方書、
氏名又は名称、納税義務者名、郵便バーコードが記載
されること

157:税目（複数有）、納期限などを指定して、未納者
のうち督促状停止未設定・未発送のものについて督促
状が作成できること。発行枚数/金額が集計できるこ
と。
158:共有宛名の筆頭者以外にも督促状が出力できるこ
と。納税義務者の変更も可能であること。
159：督促状作成について、返戻状態など督促を送ら
ない相手を一括で登録でき、出力時に別出力できるこ
と。
160：オンライン処理で督促状作成ができること。
161：督促状・催告は郵便局区分および分納履行者、
宛名郵便番号エラーなどを区分として区分ごとにソー
トした順番で出力できること。
162:督促状・催告に、通知書番号(または宛名コード)
等をバーコード化して出力できること。
163:督促状･催告作成時には外部印刷業者に渡すため
のデータ及び引き抜きのためのデータ、郵便局区分ご
との件数表を作成できること。
164:督促状を作成したものは督促発行済サインを付与
し、滞納管理システムに引き継ぐことができる。

181:選択した期別または全(前)納の納付書、及び選択
した期別の督促状が再発行できること。
182:一部納付用・延滞金のみ・督促手数料のみの納付
書も作成できること。
192:延滞金のみ未納者かつ督促状が発行されていない
期別について、延滞金納付書発行の翌月に督促状を一
括で作成できること。

出力条件を指定し、督促状（兼納付書）を一括及び個
別に作成（データ、紙）できること。

督促状発布は滞納処分の根拠となるため、
データに基づいた督促状の作成は必須機能
であると考えます。

督促状に返戻対応用のバーコードを付加す
る機能については、規模の大きい自治体で
要求が強いと考え、オプション機能がふさ
わしいと考えています。

＜検討事項＞
①督促発布時の納付書発行についての議論（過誤納の原因になりう
るため、納付書は送らないという考えもある）
②固定資産税の共有者への督促について、法令根拠など、問題ない
か要確認。
③税目固有要件について、必要十分であるか

＜確認事項＞
・軽自継続検査票付督促状とは納付書一体型の督促状か　（D市の
運用）

①
・ＯＣＲ読込及びコンビニ収納にも対応した納付書付き督促状が発行できること（B市）
・本市では督促状兼領収済通知書として督促の内容が分かり、督促状を金融機関やコンビニに
提出すれば納付できる１枚の圧着はがきを使用しています。そのため納付書機能も備わってい
る督促状を要望します。（C市）
・納付書送付せず（D市）
・納付書型・非納付書型を使い分けられるのがが望ましい。（E市）
・督促状と納付書が一体となった葉書を発送（H市）
・督促状に同封の納付書で納付する対象者が多数いるため。納付書無しの督促状を発付した場
合、納付書の再送依頼・問い合わせが多くなり事務を圧迫しかねないため（当市では現状国保
税が該当）。（I市）
・納付書兼用の督促状と、納付書なし督促状（ハガキ様式）を選べること。（K市）
【提案】構成員の意見を踏まえ、納付書の有無を税目ごとに選択できる、というたたき台
に変更する

②
・固定資産税の共有者への督促については、共有者への納税通知の発行後に任意で作成できる
こと（B市）
・共有代表者にだけ納付できるバーコードが付いた督促状を発布しています。そのほかの共有
員にはバーコードが無く「この納付書では納付できません」の一文が入った督促状を発布して
います。（C市）
・共有者への督促状は納税通知した共有者のみ発送できることから適切に制御するのであれば
共有者ごとに課税通知発送のフラグを付け発送者のみ督促状を発送できる仕組みを作る必要が
あると考える。また、共有者に課税通知する場合、各期別の金額や納期限が異なることがある
ため、少なくともこれらを手動で変更できる機能も必要と考える。（H市）
・固定共有者も同様に納税義務者であることに変わりはないため、督促発付しても問題ない
が、現行システムでは原則代表者のみに発付している。（I市）
【提案】複数の構成員では発布しているため、共有者への督促状は必須として定義する。
（緑字を黒字（必須）にする。）
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機能名称

標準化候補検討

業務フローとの対応 要件の考え方・根拠 検討項目（論点案）

選定地方団体_機能要件

仕様書たたき台 B市 C市 D市 E市 H市 I市 検討項目（論点）

③
・法人市民税については、事業年度だけではなく申告区分、調定年度も必要。（I市）
【提案】たたき台に追加する

その他：
a)「口座振替対象者については振替不能事由が記載されること。」
→督促状の仕様では無く口座振替不能通知書の要件と整理される認識です。督促状が発布され
ることと、口座振替不能通知書がでることでは滞納処分上、異なります。
基本的には、督促状と振替不能通知書は別々の様式で発布しています。（A市）
【確認】他の構成員も同様の認識でよいか？K市では振替不能事由の記載がある。
⇒【提案】K市でも必須ではないため、たたき台から削除する。（APPLIC提案でも口座振替
不能通知で実現すべき要件とういう提案）

b)督促状の返戻対応用のバーコードを付加すること。（返戻となった日付、税目、通知書番号
等が読み取れることが理想）（K市）
【提案】返戻用のバーコードはたたき台通りオプション扱いにする

c)納税承継の際は、按分計算した額で督促状を出力できること。（その際は、事前入力が課題
となる）（K市）
【提案】納税の承継については、1.1.9にてAPPLICに確認予定。督促状の作成について、納
税承継の機能を要件として定義する際に、相続割合に応じた督促状作成をオプションとし
て定義する。

d)外字対応（K市）
⇒【事務局】共通要件として整理する

＜確認事項＞
・軽自継続検査票付督促状とは納付書一体型の督促状か　（D市の運用）
⇒運用していない

0 4.2.4. 引き抜き

督促状出力後、発送までの期間に納付・充当されたもの、
調定額変更になったもの、及び徴収猶予になったものを抽
出し、督促状告の引き抜きリストが出力できること。
引き抜いた対象者について、督促発布の記事情報を削除で
きること。

督促処理 督促状作成
128.督促状引抜データを抽出し、督促状引抜リストを
作成できること。

171:督促状・催告の作成から発送までの期間に納付・
充当されたもの、賦課額変更になったもの、及び徴収
猶予になったものを抽出し、督促状・催告の引き抜
き・差し換え対象リストが出力できること。
172:引き抜きした対象の期別は督促状・催告発行済サ
インを自動で削除できること。

複数の構成員の仕様書に引き抜きに関する
記載があります。引き抜きについては対象
者抽出から発布までのタイムラグに納付・
死亡があった場合を想定し、必須機能であ
ると考えます。引き抜き条件について検討
対象とします（右記）。

＜検討事項＞
①引き抜き条件のバリエーションについての検討

・コンビニ納付等の仮消込データがあることも引抜条件とすることを希望。想定される引き抜
き条件
　納付（充当・仮消込含む）、調定変更（減額更正）、徴収猶予、転居（転出）、その他特別
な理由（E市）
・督促状の作成から発付までの期間に納付・充当されたもの、調定額変更となったもの、徴収
猶予となったもの、宛名異動がされたもの、不作成コードを立てたもの等を抽出し、督促状引
抜リストが出力できること。（K市）
【提案】想定される引き抜き条件：
（督促状出力後、）発送までの期間に納付・充当、調定額変更、徴収猶予、転居、宛名異
動

・引き抜き対象者の記事情報とは督促状発送の管理情報（発送日等）のことでしょうか？そう
であれば表現を見直したほうがよいと考えます。（H市）
【事務局】交渉経過の記録の想定。

・引抜対象となった督促状は督促状発行済みのコードが自動的に削除できること。（K市）
⇒【提案】たたき台の記載を、引き抜き対象者の記事情報を”自動”削除できることと
し、必須とする。

0 4.2.5. 督促手数料

督促を発送した対象者に対して、督促手数料を計算し、調
定情報に登録できること。

14.督促手数料の削除が容易にできること
【督促手数料修正】
162.督促手数料を誤って削除・追加した場合は修正で
きること。（誤って削除することも考えられるため追
加も必要)

133.督促状を発送した対象者にのみ督促料をつけるこ
とができること。
126.督促対象データ抽出処理で作成された督促ファイ
ルより、督促状を作成し、調定収納情報の督促発送
日、督促手数料調定を更新できること

督促手数料を徴収していない自治体も多い
と想定されるため、オプション機能と考え
ます。

＜検討事項＞
①督促手数料の計算ロジックは、どのようなバリエーションがある
か。

＜確認事項＞
・督促手数料の削除とはどのような運用か（B市の運用）

①
・督促手数料徴収せず（C市・E市・I市）
・督促手数料の計算ロジック・・・督促状発行後は手数料100円を徴収（B市）
・各種帳票等に影響を及ぼす部分であり、等徴収していない自治体でも督促手数料があっても
問題なく、現在は徴収していなくとも過去に賦課していたところもあるため、標準とすること
が望ましいと考える。（H市）
【提案】たたき台はそのままとする。（要否が分かれるため）削除機能も追加する。（下
記のB市意見）

＜確認事項＞
・督促手数料の削除とはどのような運用か（B市の運用）
⇒督促手数料の削除は、督促状作成後、発行日までの期間での納付が確認できた場合に、調定
情報から削除するもの

0 4.2.6.
督促状の発送
管理・送付状
況管理

督促状の発送履歴を管理（参照、修正）できること。
発送履歴は記事情報として管理できること。
科目、期間を指定して発送履歴を抽出できること。

9.2.4.1 　システムで履歴の管理ができること 131　督促状を発布したことを収納情報に登録するこ
と

165:督促漏れ一覧及びデータが作成可能なこと。
170:督促･催告停止者リストが作成できること。

督促状の発送情報（発送履歴、発送有無、発送日、収
納現在日、発送停止情報等）、送付状況（郵便戻り・
公示送達・調査中）の管理（参照、登録、修正、削
除）ができること。

督促の発布履歴は滞納処分の根拠となるた
め、督促状の発行状況を把握する必要があ
ると考えます。

＜確認事項＞
①督促の記録として管理すべき情報項目は、中間標準レイアウト
（納付履歴ファイル）で必要十分か

①
・確定延滞金が発生した税目について、督促対象が本税なのか確定延滞金なのか、履歴で管理
可能としたい。（E市）
【確認】他の構成員でも必要か？必要な場合、たたき台に追加
・督促状の発送履歴は納付履歴ではなく調定に紐づけて管理することが望ましいと考える。
（H市）
【事務局】そのような想定

・督促状の作成履歴等の管理がシステム化されていること。（K市）
【事務局】4.2.3で対応

・督促状不作成者リストが作成できること（不作成条件は、督促状が発行済みの場合、欠損の
場合、繰上徴収をしている場合、不作成入力を行っている場合が該当する。用途は、死亡者、
国外転出者等で不作成入力を行っている対象者に相続人並びに納税管理人等が設定された際
に、不作成リストから抽出し、再作成が可能となる）。（K市）
⇒【提案】4.2.3（督促状作成）に不作成者リスト作成の要件を追加する

・徴収猶予期間など何らかの事情につき未発付の督促状を税目・期別ごとに管理できること。
・督促状の停止条件として法律で定められているのは、徴収猶予と繰上徴収。（K市）
⇒【提案】4.2.2（督促停止）の条件に、徴収猶予と繰上徴収（滞納からの連携）を追加す
る。
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